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況などをお聞きしながら、私どもとしても全面

的に協力したいという旨は申し出したんですが、

今、順調に進めてると。あの建物は、水回りと

必要な内装の部分はリニューアルいたしますと。

あと、外観も変えると。それから駐車場は、３

分の２ぐらいが、現在ですけども、借地で３分

の１が現在のヨークさんの所有だと。それも譲

っていただくということで合意をしていますと。

新たな入るところについては、今、具体的な条

件を提示してまして、それで、まず何とか合意

をしたいと。ただし、どうしてもリニューアル

で３カ月から６カ月ぐらいは空白期間が出るだ

ろうというふうな話をされてました。 

 もし仮にうまくいかなかったら、ぜひその際

は市のほうでご協力いただきたいというお話で

ございましたんで、その際は、私ども、賃料な

どは交渉しますけども、２階をお借りして３年、

４年、できる間にあそこをお借りしながら、子

供たちがいろいろ遊べる、あるいはさまざまな、

子育ての支援センター、包括支援センターとい

うのもあるんですが、あとは、今度は高齢者の

ためのいわゆる地域の包括支援センターも、今、

保健センターにあるわけですけども、なかなか

ちょっと不便で狭いので、ああいったところに

もう一緒に入ったらいいんじゃないかなという

声などもございますので、それらも含めてその

際はぜひ検討していきたいと思っております。

タスについては、今後の会議所さんとの打ち合

わせの中でもし可能性があるとしたら、それら

についても探ってまいりたいと思っております。 

○蒲生光男委員長 12番、五十嵐智洋委員。 

○１２番 五十嵐智洋委員 大変いい質疑ができ

ましたので、これで終わります。 
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○蒲生光男委員長 次に、順位２番、議席番号１

番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 おはようございます。

私は、生きがいと活力のある長井になることを

願い、予算総括質疑をいたします。 

 冒頭に、一般質問で質問させていただきまし

た灯油購入費助成事業を実施していただくとい

うことで、大変ありがとうございます。きのう

も近所の方から、生活が大変で、お米や灯油を

友達とやりくりしながらやっと生活してるんだ

ということで、そういう方もいらっしゃるとい

うことで、対象を絞ってでも、ぜひ単独でも毎

年するということもこれからは検討いただきた

いと思います。よろしくお願いします。 

 それでは、本題に入りたいと思います。 

 補正予算第９号、歳入の15款１項２目１節長

井市ふるさと応援基金利子24万3,000円、16款

１項１目長井市ふるさと応援寄附金5,380万円、

歳出の２款１項６目ふるさと納税事業9,157万

3,000円について伺います。 

 平成19年度に導入されましたふるさと納税は、

大きく４つの効果がある制度と思います。１つ

目は税収アップ、２つ目は産業振興、３つ目は

雇用の拡大、４つ目が市のＰＲ、いわゆるプロ

モーションになって大変多目的で効果のある事

業だと私は捉えております。 

 それで、まず、長井市のふるさと応援寄附金

がなぜ大幅にふえたのでしょうか。クレジット

決済ができるようになったこと、さらに、こと

しの１月からは控除対象になる寄附の上限額が

２倍以上に引き上げられたこと、４月からは給

与所得者向けに原則５自治体への寄附までは確

定申告が不要となるワンストップ特例の創設に

よる追い風効果、また、本市でも本年度から返

礼品を昨年度の２倍以上の56種類に充実、山形

鉄道グッズ、長井オリジナルけん玉、馬刺しと

馬肉チャーシューセット、成島焼和久井窯など、

長井名物、特産を新たに加えたこと、また、昨
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年度人気だった米沢牛、サクランボ、地元産の

米はメニューをふやしたこと、このような効果

があると思いますが、その他の理由があるので

しょうか、地域づくり推進課長にお伺いします。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 お答えします。 

 確かに、ここ数年、平成25年度は290万円し

かなかったものが26年度、ここで１億6,000万

円を超えるというふうなことになっております。

宇津木議員おっしゃいますように、この要因と

して、まず２つあったかなと思ってまして、１

つは、長井市のほうで、その寄附者に対する利

便性を図ってきたと。クレジット決済ができる

ようになった、あるいは返礼品の種類をふやし

てきたということがあります。あともう一つは、

国の後押しということで、控除上限額が２倍に

なったり、あと、ワンストップ特例というふう

なことも今年度から出てくるということが大き

くあります。 

 その他の理由としましては、ＰＲが非常に重

要かなというふうにも思ってます。これまでマ

スコミ、新聞や雑誌あるいはテレビなどにも出

演してきたと。それからふるさと長井しあわせ

応援大使の方々、こういった方々が呼びかけて

くれているということなどもございます。今後

も、東京事務所などを活用してどんどんＰＲは

していきたいなというふうに考えるところです。

以上でございます。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 わかりました。ふえた

その他の理由としては、ＰＲ効果とふるさと長

井しあわせ大使サポーター、それから東京事務

所の後押しがあったということで、後でまたこ

の点を質問したいと思います。 

 次でありますが、ふるさと応援寄附金をさら

にふやすためにということで、まず先進自治体

に学ぶべきではないか。ふるさと納税に関する

現況調査が27年４月から９月分、27年度の上半

期に当たりますが、山形県が全国で１位で、全

体で50億円という納税があったということ。そ

れから全国の自治体で天童市が２位、こちらは、

サクランボ、ラ・フランス、桃、リンゴが好評

だということであります。米沢市が第５位で、

高額なＮＥＣパソコンが引っ張っていると言わ

れていると、それぞれ好成績をおさめておりま

す。その２つの自治体に県内の自治体が引っ張

られる傾向があるということが言われておりま

す。それも長井市が伸びた要因ではないかと私

は感じていますが、長井市も大きなチャンスが

あるのではないかと感じています。27年度上半

期は、長井市が１億4,383万円と県内順位第11

位であります。まだまだ伸び代があるんではな

いかと感じます。上位の自治体に学ぶことで、

ふるさと応援寄附金をさらにふやすことはでき

ないでしょうか。 

 県内７位の舟形町は、今年度上半期２億

1,245万円と大幅にふえています。なぜ大幅に

ふえたのかとか、あと、長井市と交流のある自

治体で防災協定を結んでいる飯山市は９億

6,400万円と全国３位、フラワー都市の久留米

市は６億4,100万円で全国で９位ということで

あります。情報を入手して納税額をふやすため

学ぶ点やヒントがあると思います。地域づくり

推進課長にそのような考えがないか、伺います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 県内の第７位に

なった舟形町さんですが、25年度は240万円で

したが、26年度に１億8,430万円で、27年度の

上期で２億1,245万円というふうに大幅に確か

に伸びております。ちょっと調べてみましたら、

ポイント制を導入しているというのが１つござ

います。１万円で5,000ポイントつけて、それ

で品物を選んでいくと、合算可能な累積してい

けるようなことができております。返礼品の中

に、はえぬき60キロというのがありまして、こ

れが３万円で１万5,000ポイントではえぬき60
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キロということです。いろいろ調べてみますと、

還元率がこれで大体73％ぐらい、ちょっと還元

率も高いということです。 

 あと、飯山市でございますが、ここも還元率

が70から80と、当初から還元率の高いところで、

その考え方で行っていると。返礼品の中には高

額な商品、特に地元の製造業の中で作製してま

すパソコンとかタブレット、ディスプレー、こ

ういった高額商品が人気であると。さらに、飯

山市さんは新幹線がとまるところでして、スキ

ー場としても非常に有名な斑尾とかそういった

ところがあって、宿泊施設のペア券なども好評

だと。あと、地元スキーのメーカーもありまし

て、そういった板なども組み合わせているとい

うことがわかります。あと、久留米市さんです

が、ここは地元にブリヂストンがございまして、

ここの製品がすごい人気になっていると。ブリ

ヂストンのタイヤ、あと、自転車、高級なサイ

クリング車とか、あと、ブリヂストンのゴルフ

クラブ、テニスラケット、スポーツシューズ、

そういった地元のブリヂストンの製品が人気で

あるということです。 

 学ぶべきヒント、確かにあります。ポイント

制については、今、私どもも導入を目指して地

場産業振興センターのほうと打ち合わせをして

おるところでございます。それから市内の製造

業で完成品のあるところ、こういったところと、

それを商品として採用できないかどうか、商工

観光課とも連携しながら検討しているという状

況でございます。以上です。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 ありがとうございます。

各市によって、町によって特徴があって、その

まままねするわけにいかないのですが、ヒント

が隠されていると思いますので、ぜひ検討いた

だきたいと思います。 

 長井市のふるさと応援寄附金は、予算上で今

回の補正額5,380万円を加えますと、２億1,117

万円になると思いますが、最新の入金状況で今

年度の寄附件数と寄附額、わかれば最高額につ

いて地域づくり推進課長に伺います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 12月１日の市の

ホームページのほうにアップしておりますが、

11月29日現在で入金済みの件数が１万5,064件、

入金済額が２億1,167万7,000円でございます。

これまでの納税の最高額は20万円というふうな

ことがわかっております。以上でございます。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 11月29日現在しかわか

らないということでありますが、入金金額が２

億1,000万円を超えたということで、予算には

到達するだろうと。３月議会でまた補正が大幅

にあることを期待して、これからまた質疑を進

めていきたいと思います。 

 最高額20万円というのは、やっぱり大きいか

なと思うんですね。こういう方をふやす方策も

これから考えていただきたいと思います。この

最高額の返礼品というのは何だったかわかれば

ですが、あと、返礼品の種類をふやすことはで

きないでしょうかということで、旅行商品関連

で、はぎ苑やタスの宿泊券が好評と聞いていま

す。こちらは必ず長井市に来られ、経済効果が

大きいものがあります。今度できる観光プラッ

トホームで売り出す旅行商品にも力を入れてほ

しいと思います。また、長井市は物づくりのま

ちとして、市内の製造業関連の工業製品につい

ても検討いただきたい。例えばニコンのレンズ

とかビックサイズのけん玉、以前マイクロマウ

ス全国大会を行ったときに、入賞者にトロフィ

ーとして差し上げたとき大変好評だったという

ことがありました。あと、中古のパソコン、マ

イクロソリューションのですが、私の拙い考え

で大変対象になるかわからないんですが、あと、

ちょっと目を引くところで犬のための車椅子な

んかも市内で製造してるということで、この２
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点について地域づくり推進課長に伺います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 最高額20万円を

してくれた方は、タスのペア宿泊券プラスフル

コースというふうなコースを選んでいただきま

した。 

 それから、返礼品の種類をふやすことはでき

ないかということですが、これは検討していか

なければならないと思っております。ご提案あ

りました観光地域づくりプラットホームで売り

出す旅行の商品であるとか、あるいは製造業の

商品についてですが、ビックサイズのけん玉、

あと、有機ＥＬのあんどんとかスタンドあるい

は再生のパソコン、それから完成品としてあり

ますのがプロジェクターでホームシアターが見

られるようなことも考えられるということで、

その辺も検討したいと思っております。ご提案

ありましたニコンのレンズのほうは、これは長

井で完成品ではないというふうなこともあって、

今後どうできるのか、相当高額なものですので、

これもちょっと検討はしたいというふうに思い

ます。以上です。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 ぜひ、ニコンのレンズ

は人気があって高額ということで、高額納税者

をターゲットとか目玉とかにもなるんではない

かと思います。ぜひ検討していただきたいと思

います。 

 次に、リピーターの確保でありますが、新聞

報道では、ふるさと納税は、使い道で寄附先を

選ぶ人がふえているとの記事がありました。総

務省の全自治体に対するふるさと納税について

のアンケートでは、23.7％が使途の明確化や選

択できる事業の充実に取り組んでいると回答し

ております。当市の平成27年度ふるさと応援基

金活用事業一覧は、対象事業が多過ぎるのでは

ないかと私は感じます。対象事業名もわかりに

くいということで、私もわからないような事業

があるということで、勉強不足なところは申し

わけないんですが、一般の方でもわかるような、

これは名前にできないかということ。 

 あと、子育て支援医療給付事業は３回も掲載

されていて、これもわかりにくい。例えば少額

な事業を省いて、長井らしく特徴のある事業に

絞るべきではないかと思います。選択と集中、

聞いた言葉ですが、地方創生関連の事業に絞る

ことも一つの考えではないかと思います。事業

を絞ってわかりやすい説明をしていただきたい

と。例えば子育て支援医療給付事業は、中学３

年生までの医療費を無料化にする事業というこ

とを説明していただければ、どなたでもわかっ

て、そういうことをやってるんだということで、

そこに県内13市の中で最も早く取り組んだとか

にすれば、もっと売り込めるんではないかとい

うふうに思います。具体的で簡潔明瞭な説明を

していただきたいと。 

 あと、納税されたものをどのように使うのか、

具体的に丁寧でわかりやすい説明をしてはどう

かというふうに思います。一覧表をわかりやす

くして、そして円グラフであらわす。納税者の

希望に沿った使い方を片方の円グラフで、それ

をどのような割合で使ったかという円グラフを

２つ掲載していただければ非常にわかりやすく

て、希望どおりになっているか、なっていない

かということもわかる。当然希望どおりに分け

ていただきたいということも含めてであります

が、その辺どう考えているか、地域づくり推進

課長に伺います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 ただいまご提案

ありましたとおり、わかりやすい説明というの

は非常に大事なことだと思います。納税者、寄

附してくださる方々は４つの事業に、これに使

ってくださいということで出していただいてい

ます。１つは子育てに関する事業、２つは教育

及び文化の振興に関する事業、３つは環境の保
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護・保全に関する事業、そして４つ目が、その

他市長が必要と認める事業というふうな区分が

ございます。これを実際の事業に落とし込んだ

ときに、相当細かな事業まで充ててしまってい

るというのが今年度の予算の中でしたので、今

度、来年度の予算にどういうふうにその事業を

充てていくかということにつきましては、長井

市ふるさと応援基金事業審査委員会という委員

会がございまして、この中で、長井らしく特徴

ある事業に絞っていくように心がけていきたい

なというふうに考えるところでございます。以

上です。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 事業を絞って、わかり

やすい説明を加えていただきたいということと、

一覧表にプラスして円グラフの説明もあればに

ついて、地域づくり推進課長に答弁漏れがあっ

たようですので、この２点も伺います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 わかりやすい説

明を加えてというふうなところで、事業名だけ

でなく、その解説なども加えてお知らせしてい

くというふうにしていきたいと思います。あと、

一覧表と、それにプラスして円グラフなど、ビ

ジュアルで見やすい形にしてホームページなど

へアップする際には工夫していきたいというふ

うに考えます。以上です。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 ぜひよろしくお願いし

たいと思います。 

 先ほども長井市のふるさと納税がふえた要因

として、東京事務所のバックアップもあるのだ

という答弁をいただいたところですが、東京事

務所顧問の櫻井さんが仲間の方に長井市のふる

さと納税に協力依頼して、協力していただいた

と。そのときのやりとりを私も転送していただ

いてメールを頂戴しましてその内容を見ました

が、それを若干紹介したいと思います。 

 ふるさと納税に協力していただいた方は、横

浜市在住、会社経営の方、50代男性であります。

その方のメールでは、長井市のふるさと納税を

したときの感想として、どこの市よりも丁寧な

お礼文や冊子が入ってきます。心意気、人柄が

うかがえる地域かと推測いたします。お礼一つ

で、またしたいか、したくないか決まるとも思

いますので、我が家は毎回心が温かくなります

という大変ありがたいメールだなと思っており

ます。税務課のほうでも非常に丁寧な対応とか、

あと、地域づくり推進課もそうでしょうけども、

委託している地場産業振興センターのほうでも

丁寧な対応をされているということで、このよ

うなありがたいメールをいただいたと思ってお

ります。リピーターの確保は地道な取り組みも

必要だと思います。ぜひこのように、市役所の

全職員、地域づくり推進課だけではなくて全職

員が心を込めてふるさと納税に取り組んでいた

だいて、ふえるようにお願いしたいと思います

が、その点、地域づくり推進課長、いかがでし

ょうか。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 おっしゃるとお

り、丁寧な対応というのが大切だと思ってます。

電話でもメールでも、その納税者の方に対して

の丁寧な対応を心がけていきたいと。そしてそ

の頂戴します寄附金については、大変貴重な財

源ということにもなってますし、対象事業も、

子育てから教育、文化振興、環境保護、非常に

幅広い分野にも活用していく事業でもございま

すので、市全体で連携しながら取り組んでいけ

ればいいなというふうに考えるところです。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 ぜひそのようにお願い

したいと思いますし、一番の責任者は市長です

ので、市長に答弁を求めないのですが、ぜひよ

ろしくお願いしたいと思います。 

 次に、長井市出身者への依頼強化であります



 

―２２３― 

が、11月29日にタスで開催されたふるさと長井

しあわせ応援大使サポーター意見交換会で、関

東長井会の発足が提案されて、12月11日、東京

事務所で打合会があったと聞いております。ど

のような話し合いがされたのか、総合政策課長

に伺います。また、関東長井会はいろんな形で

長井市の応援団になっていただけると期待しま

す。ぜひ市でも支援して、関東長井会の組織を

充実させていただきたいとお願いいたします。

関東長井会を通しまして、地域づくり推進課と

連携してふるさと納税のＰＲを進めていただき

たいんですが、この２点について総合政策課長

に伺います。 

○蒲生光男委員長 竹田利弘総合政策課長。 

○竹田利弘総合政策課長 タスで開催いたしまし

たふるさと長井しあわせ応援大使サポーター意

見交換会におきまして、応援大使の那須優則大

使を初めとする有志の方々から、ふるさと長井

の情報発信源として、また、関東圏と長井をつ

なぐかけ橋として、（仮称）関東長井会設立の

提案がありました。11日には応援大使の安部浩

大使や安部義男大使、発案いただきました那須

大使など、19名もの多くの応援大使やサポータ

ーの方々に参加いただきました。市役所からも

私と桐生総合戦略主幹の２名が参加してまいり

ました。参加された方からは、ふるさと長井へ

の恩返しとして、ふるさととの交流を深め、首

都圏での情報発信などに結びつけ、長井市のさ

らなる発展に寄与する目的で、関東地方にお住

まいの長井市出身者や長井にゆかりのある方の

組織が必要との再確認がなされました。大田区

蒲田の長井市東京事務所をベースに、民間の方

が主導で官民連携で活動を行う会を目指し、28

年度内の設立を目途に、ふるさと応援大使やサ

ポーターなどを中心に今年度は準備会を重ねて

いきたい旨の確認をいたしたところでございま

す。 

 なお、準備会の代表として、応援大使の安部

義男大使、副代表として、安部浩大使、事務局

長は那須優則大使がそれぞれ担われることに決

まりましたので、総合政策課といたしましても

連携を深めてまいりたいと存じます。 

 もう一つ、委員からご質問がございましたふ

るさと納税との連携ですが、この件につきまし

ても、11日の打合会でも大きな話題になりまし

た。ふるさと納税は、特にふるさと長井を支援

する絶好のチャンスでもあり、積極的にＰＲす

ることも会の大きな柱としていくべきだとの多

くの声がございました。ふるさと納税の長井市

出身者の依頼強化の一つとして、新しく発足す

る会ともうまく連携できますよう、今後行われ

ます準備会におきましても、応援大使やサポー

ターの方々と協議を行っていきたいと存じます。

以上でございます。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 大変うれしい答弁をい

ただきまして、ありがとうございます。（仮

称）関東長井会でもふるさと納税に取り組んで

いただけるということで、本当に力強く感じま

すし、ぜひ総合政策課でも応援方、支援方して

いただきたいと思います。 

 次でありますが、ＰＲの工夫をということで、

いろんなＰＲの工夫はあると思いますが、私は、

１点だけ提案したいと考えております。長井市

まち・ひと・しごと創生総合戦略では、教育、

子育てを軸に進めるとうたっております。ふる

さと納税も教育、子育てに重点化してＰＲして

はいかがでしょうか。 

 そこで教育長に伺います。ことしの５月、議

会に説明があった平成29年度までに小・中学校

のエアコン設置率を100％にすることを目指す

ということでありますが、このことは現在も変

わらずに進めていく予定なのでしょうか。また、

実施するにはどのぐらいの財源が必要なんでし

ょうか。本年度で長井市の小・中学校エアコン

設置率は、県内13市と置賜ではどのぐらいの順
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位なのでしょうか。また、平成29年度にエアコ

ン設置率が100％になれば、県内13市ではトッ

プになるんでしょうか、このことを教育長に伺

います。 

○蒲生光男委員長 加藤芳秀教育長。 

○加藤芳秀教育長 エアコンの設置率100％を目

指すことについてお答えいたします。 

 現在、長井市内、小・中学校のエアコンの設

置状況でありますが、保健室については、全部

の小・中学校に以前から設置済みでございまし

た。ただ、その後、昨年度、大規模改修工事を

行いました西根小学校と豊田小学校には、普通

教室、特別教室に加えて職員室、校長室、会議

室などの部屋にも設置したところでございます。

そのほかでは、若干パソコン室に長井小学校に

ついているところなどがございます。 

 ご質問の29年度までに小学校のエアコン設置

率100％を目指すことについては、ぜひ進めた

いというふうに考えておりまして、28年度予算

にも要求しているところでございます。議会の

皆様にもご理解、ご高配を賜りますようお願い

申し上げます。 

 現在の計画では、28年度は長井小学校、致芳

小学校、伊佐沢小学校にエアコンを設置する予

定でございます。また、平野小学校は28年度の

大規模改修工事にあわせて設置する予定でござ

いますので、28年度中には全ての小学校の設置

が完了することになります。長井小学校、致芳

小学校、伊佐沢小学校の設置費用は、３校合計

で工事費が１億9,110万円ほど、工事管理費が

370万円ほどと試算してございます。今年度の

実施設計費については734万円となっておりま

す。南北２つの中学校につきましては、28年度

に実施設計を行いまして、29年度に設置工事を

実施する予定でございます。中学校に係る費用

については、２校合計で２億1,960万円、工事

管理費が380万円、実施設計費が1,020万円と試

算してございます。 

 設置率の自治体間の順位でございますが、各

自治体に問い合わせをしたところ、県内13市で

は、ちょっと１市からまだ回答をいただいてな

いところがございましたので、12市では天童市

がトップで、天童市の設置率が37.7％、長井市

が18.9％で４位となってございます。また、置

賜３市４町では、現在のところで長井市が１位

で、小国町が18.8％ということで２位となって

ございます。100％達成後の順位につきまして

は、天童市が30年度までに３校ずつエアコンを

設置して30年度完了ということでありましたの

で、長井市が29年度に完了すれば県内トップの

設置率になるというふうに考えております。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 丁寧な説明、ありがと

うございました。天童市を抜いて、ぜひ１位に

なるように頑張っていただきたいと思いますが、

小学校で２億円、中学校で２億円ということで、

これから４億円の財源が必要になるということ

もわかりました。この教育、子育てに関する使

い道をふるさと納税で訴えることもＰＲの一つ

じゃないかと思います。県内でトップを目指し

てやるんだということも加えながら、ぜひＰＲ

してはどうかと思います。 

 エアコン設置だけではなく、学校・児童施設

の水洗化、それから学童クラブの整備なども教

育、子育てに関することになると思いますので、

検討くださるようお願いしたいと思いますが、

その点について地域づくり推進課長に伺います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 議員おっしゃい

ますように、他の自治体にない特徴のある事業

に充てていくことは大きなＰＲになると思われ

ます。特に教育、子育てに関する使い道、こう

いうところに充てていくというようなこと、寄

附してくれた方の希望も多いところでもござい

ますので、今後、開催予定してます長井市ふる

さと応援基金事業審査委員会の中で検討して、
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特徴ある事業をＰＲしていきたいというふうに

考えます。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 ありがとうございます、

検討していただけるということで。 

 次にですが、目玉の返礼品も検討すべきだと

いうことで、先ほど20万円された方にはタスの

宿泊券とフルコースということで対応していた

だいておるところですが、ほかにも長井市では、

50万円以上の寄附者には長井紬の反物のプレゼ

ントがあると伺っております。今年度上半期の

寄附額全国第１位の宮崎県都城市では、100万

円以上の寄附で焼酎の一升瓶が365本届くこと

が話題になっております。長井市でも高額寄附

者に、例えばつや姫１年分とか、１年分といっ

てもいろいろありますが、10人家族を想定して

とか、そのつや姫１年分を低温貯蔵庫から出し

たての米を毎月精米して発送するなど、目玉の

返礼品も検討してはいかがでしょうか、地域づ

くり推進課長に伺います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 ご提案いただい

たつや姫１年分ということについては、地場産

業振興センターのほうと協議をして検討してい

きたいと思います。今、１年分というと、大体

１人当たり60キロぐらいというふうにも言われ

てますので、どれぐらいの分量が適当なのか、

どういうふうな方法でやれるか、少し検討した

いと思います。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 わかりました。結構成

島焼のほうも高額で、これが人気があると聞い

ておりますので、ぜひほかのものも高額なもの

を検討いただきたいと思います。 

 次に、課題はないのかということであります

が、返礼品を取り扱う業者の公平な取り扱いを

なされているかということです。米沢牛の取扱

業者は扱っているのは全部で４社あって、全て

返礼品の対応ということで４社に依頼している

と伺っていますが、ほかの返礼品も公平な取り

扱いをしているでしょうか。常に公平に門戸を

開いて、問題が起きないように、人気が出てき

ましたので心配しているところです。 

 あと、マイナンバー制度が新たに開始されま

すが、納税者のマイナンバーの管理はしっかり

とした対応がなされているでしょうか。 

 あと、３点目が地場産業振興センターへの手

数料10％の件ですが、発送作業のほかに、クレ

ーム対応、クレジット決済、ワンストップ特例

の対応処理、郵便振替の入金確認と、業務量が

多岐で煩雑だと伺っています。送付先との円滑

なやりとりはできているんでしょうか。 

最近話題になっているのが、企業がふるさと

納税を行うようにできないかと検討されており

ます。アンテナを高くして情報収集をしっかり

と行い、他の自治体に負けない対応をしていた

だきたい。これ以外で課題はないのかについて、

地域づくり推進課長に伺います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 まず、この取り

扱いについては、地場産業振興センターのほう

へ委託をしているものでございます。返礼品を

取り扱う業者については、地場産業振興センタ

ーとの取引されている業者でもあり、そしてそ

の中では公平な取り扱いになっているのではな

いかというふうに考えております。 

 次に、マイナンバーの管理でございますが、

納税者のマイナンバーにつきましては、来年の

１月１日以降の受け付けからワンストップ特例

申請がある場合に、その中で使用されることに

なります。これは個人情報保護の観点から、委

託先である地場産業振興センターとの契約の仕

様書の中で定めておりますので、大丈夫と思っ

ております。なお、地場産業振興センターにお

いても個人情報保護に関する基本方針、個人情

報取り扱い規程、特定個人情報取り扱い規程、
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これらを定めて適切に管理されていくというふ

うに考えております。 

 それから、手数料10％の件というふうなこと

で、送付先との円滑なやりとりはできているの

でしょうかということですが、特産品目当ての

寄附の申し込みが多く、少額を多数の自治体に

送られるという例が目立ってきているというこ

とがあります。この場合、非常に多くの方がお

りますが、例えばお送りしたものが生ものであ

った場合に、届くタイミングが悪いなどという

場合には、そのほかの自治体と比較されてクレ

ームなどが発生する場合もあります。ただ、こ

ういったときであっても、こちら側から土曜日

や日曜あるいは夜間、電話やメールで連絡をと

りながら、市と地場産業振興センターと連携し

ながら丁寧に対応をしていただいているという

ふうなことで、円滑なやりとりはできていると

いうふうに考えております。 

 それから、企業版のふるさと納税についてで

すが、これにつきましては、現在、来年度から

の実施を目指してということで、政府のほうで

も検討をされておるところです。税制改正大綱

にのせて今度の国会で話し合われるというよう

なことであります。企業が自治体に寄附をする

と税金が優遇されるという制度になりますが、

現在も損金算入という考え方はありますが、こ

れをさらに拡充して、寄附した金額のおおよそ

60％の税金を優遇するというふうな報道がござ

います。目的はあくまでも地方創生ということ

で、地方創生応援税制というふうな形で創設さ

れるというふうな動きでございます。こういっ

た情報もアンテナを高くして情報収集しながら、

他の自治体に負けないというふうなことでもあ

りますので、対応をしっかりしていきたいとい

うふうに考えます。以上です。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 最後に、これからの意

気込みを答弁いただきまして、本当にありがた

いと思います。 

 基金の活用策についてどのように考えている

のかについて伺います。平成27年度のふるさと

応援寄附金、９月補正時点での見込みが２億

2,117万円の歳入であります。このふるさと応

援基金積立金を今回5,400万円ほど積み立てて、

そうすると現在の基金が２億1,800万円という

ことになりますが、この基金の活用策をどのよ

うに考えているか、市長にお尋ねいたします。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 頂戴いたしました応援基金につ

きましては、庁内に審査委員会というのを設け

ておりまして、その中で適切に振り分けさせて

いただいていると。基本的には、寄附される方

のご希望に沿うような形で使わせていただいて

るところでございます。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 ありがとうございます。 

 それでは、最後に、クラウドファンディング

について伺います。 

 まず、クラウドファンディングとはどのよう

なものかということと、あと、ガバメントクラ

ウドファンディングというのがありますが、こ

れはどのようなものかと。私なりに理解してい

るのは、このクラウドファンディングの長所に

ついては、目的に賛同する人を集めやすい。短

所については、納税額が目的に達しない場合は

返金する必要があるのかと、不足した場合の対

応はどうなのかということをまずお伺いしたい

ことと、あと、現在の検討状況を地域づくり推

進課長に伺いたいと思います。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 最初に、クラウ

ドファンディングとはどういうものかというこ

とですが、これは不特定多数の人が通常のイン

ターネット経由で他の人々や組織に財源の提供

や協力を行うことを指しまして、群衆というク

ラウドというものと、資金調達のファンディン
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グ、これを組み合わせた造語と言われておりま

す。ソーシャルファンディングとも呼ばれてい

るということで、防災、市民ジャーナリズム、

ファンによるアーティストの支援、政治運動、

ベンチャー企業への出資、映画、フリーソフト

の開発などなど、いろいろなプロジェクトへ幅

広い分野への出資というものに活用されていま

す。これが一般的に民で行われるクラウドファ

ンディングです。 

 ガバメントクラウドファンディングというの

が最近出てきているもので、自治体が行うクラ

ウドファンディングです。特にふるさと納税の

中で実施するサイトなども登場してきてまして、

既に取り組んで寄附を集めている自治体もござ

います。実施主体が自治体となるため、寄附者

も安心して参加可能で、自治体の課題解決に寄

附者の意思を反映することができるというふう

なことなどが特徴となってます。 

 それで、長所、短所は先ほど議員がおっしゃ

られたとおりだと思います。この納税額が目標

額に達しない場合、返金する必要があるのかと

いうことですが、一般的なクラウドファンディ

ングの場合は、オール・オア・ナッシングとい

うルールがあって、目標額に達しない場合は事

業ができず、これはサポーターに返金するとい

うルールになっているようです。ただし、ふる

さと納税で行うこのガバメントクラウドファン

ディングというものは、納税というふうなこと

でもあるので、返金することはないと。そして

目標額に達しない、不足した場合はどうするか

ということですが、これは期日を延期して追加

して再度募集するということも可能であるとい

うふうになっているようでございます。 

 現在の検討状況についてということですが、

ふるさと応援基金事業審査委員会におきまして、

これまで２回ほど協議検討してきています。考

え方としては、ふるさと納税の中で、これまで

の返礼品に加えて、特徴ある事業に対して支援

をいただくというのがよいのではないかという

方向づけがなされております。今後、その具体

的な事業が出てきた段階で審査委員会の中で検

討していくというふうな状況になっているとい

うことでございます。以上です。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 ありがとうございます。

ホームページでもガバメントクラウドファンデ

ィングということで、ふるさとチョイスのホー

ムページに出てて、私も若干勉強させていただ

いたんですが、大変わかりやすい説明、ありが

とうございました。もしクラウドファンディン

グを実施する場合、賛同者をお願いするには、

特色のある事業を打ち出すことが重要だと思い

ます。具体的には、子育て支援分野では子育て

支援医療もありますが、ベビーボックスプロジ

ェクト、教育分野では、小・中学校のエアコン

化、先ほど言ったんですが、あと洋式化、ＡＬ

Ｔの小・中学校１人以上の配置による英語教育

の推進、環境の保護・保全分野では、祝瓶山山

荘や葉山山荘へのバイオトイレの設置、高齢者

福祉分野では、先日、一般質問いたしました高

齢者世帯の間口除雪などが考えられますが、地

域づくり推進課長にどのような考えでこれから

クラウドファンディングを検討するのか、伺い

ます。 

○蒲生光男委員長 ここで、昼食のため暫時休憩

いたします。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午後 ０時００分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○蒲生光男委員長 休憩前に復し、午前に引き続

き会議を再開いたします。宇津木正紀委員の予

算総括質疑を続行いたします。 

 谷澤秀一地域づくり推進課長の答弁を求めま
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す。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 クラウドファン

ディングについてですが、全国から多くの賛同

者を募るには、全国自治体共通の悩みやあるい

は地域課題を解決する事業、そしてかつ社会性

のあるモデル的な事業に取り組むことが重要と

思っております。 

全国の先進事例を見ますと、広島県の神石高

原町あたりでは、犬の殺処分ゼロを目指してこ

のクラウドファンディングに取り組んでいまし

て、目標額が１億1,000何がしなのですが、そ

れに対して達成額が１億8,000万円集まったり

しております。ハード面でも、すみだ北斎美術

館、これは4,000万円の目標に対して8,000万円

集まったりしているということです。最近では、

ソフトの事業で、ふるさと納税で教育機会に恵

まれない子供たちを支援しようということで、

長野県の軽井沢町あたりでもスタートしている

と聞いています。 

こういったことで、特徴のある事業を取り組

んでいく場合に非常に有効な手段かなと思って

います。長井市の魅力の売り込み、そして全国

から支援いただけるような事業を考えていかな

ければならないと、取り組む場合にはそういう

ふうに考えます。 

宇津木委員からの提案については、それぞれ

の分野で具体的にご提案いただきましたので、

今後審査委員会などで検討させていただければ

と考えます。以上でございます。 

○蒲生光男委員長 １番、宇津木正紀委員。 

○１番 宇津木正紀委員 クラウドファンディン

グは、とてもいい方向で考えていただいている

ようです。これから審査委員会で知恵を絞って、

社会性のある、かつ地域課題を解決できるよう

なものを考えていただいて、全国に発信してい

ただいて賛同者を募っていただければと思いま

す。 

これで私の質問を終わります。どうもありが

とうございました。 

 

 

 内谷邦彦委員の総括質疑 

 

 

○蒲生光男委員長 次に、順位３番、議席番号４

番、内谷邦彦委員。 

○４番 内谷邦彦委員 先日の総務常任委員会協

議会にて地域づくり推進課より説明がありまし

た、１項総務管理費 003 ふるさと納税事業、

ふるさと応援寄附金の申し出者増に伴う積立金、

並びに所要の事務処理費用などの補正について、

協議会にて質問いたしましたが、不明部分があ

るため再度質問させていただきます。明確な回

答をよろしくお願いいたします。 

 この中の委託料について、委託先が地場産業

振興センターとの話でした。地域づくり推進課

長に伺います。平成26年度の地域づくり推進課

の決算説明資料、ふるさと納税14,875件、１億

6,318万205円、かかった費用として、共済費19

万4,612円0.12％、賃金142万円0.87％、報償費

6,146万2,190円37.67％、消耗品費３万614円

0.02％、印刷製本費39万6,900円0.24％、郵便

料1,152万4,077円7.06％、コンピューター通信

費５万5,080円0.03％、手数料89万4,832円

0.55％、費用合計で7,597万8,305円、ふるさと

納税総額よりかかった費用を差し引いた金額

8,720万1,900円53.44％となっておりますが、

この計算でよろしいのでしょうか。この中で委

託先及び委託料の記載はなく、役務費 郵便料、

役務費 コンピューター通信料、役務費 広告料、

役務費 手数料とありますが、このうちどの部

分が委託料となるのか、平成26年度決算時期に

委託料として処理しなかった理由は何故かお伺

いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○蒲生光男委員長 谷澤秀一地域づくり推進課長。 

○谷澤秀一地域づくり推進課長 まず、ふるさと




